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1― 「所有権」の制限、「相隣関係」について解説する 

「持ち家を購入するか、それとも賃貸住宅で暮らすか」。この「住まいの選択」に関する問いは、「ど

ちらが得か」といった経済合理性の観点から語られることが多い。実際には損得勘定だけでなく、各

人のライフスタイルや価値観を踏まえた判断が求められるが、そのうえで、住宅に関する法制度を正

しく理解することも欠かせない。そこで本シリーズでは、住宅リテラシーの向上に向けて、知ってお

きたい住宅に関する基本的な権利や制度について解説する。 

第１回のレポートでは、持ち家の購入、すなわち不動産の「所有権」について取り上げた。「所有権」

は、不動産の「使用」・「収益」・「処分」を自由に行うことができる強力な権利である。また、その権

利を保護する手段として、不法占拠に対する返還請求などの「物権的請求権」について確認した。 

続く前稿1では、「所有権」に対する制限（図表 1）の１つとして、「権利の濫用」について解説した。

「所有権」には一定の制限が課されており、相手方に過度な不利益を与える不誠実な行為や、社会通

念に照らして不合理な行使は、「権利の濫用」に該当し、無効とされる可能性があることを述べた。 

本稿では、「所有権」の制限のうち、「相隣関係」について解説したい。 

 
1渡邊布味子『「持ち家か、賃貸か」。法的視点から「住まい」を考える(2)～「所有権」の制限：「権利の濫用」とは何か 

～』（ニッセイ基礎研究所、研究員の眼、2025 年 7 月 28 日） 

図表１ 「所有権」に対する一定の制限 
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内容 根拠条文等

権利の濫用 結果のバランスを欠いたり社会通念に反する権利行使は無効 民法1条3項

相隣関係 隣地との衝突を避けるための取り決め 民法209条から238条

公法上の制限 用途・建築・農地転用などの制限 都市計画法、建築基準法など

共有 単独で変更できず、使用収益も所有割合に応じる 民法251条など

所有者等の管理責任 危険放置などによる損害には賠償責任 民法717条、建築基準法８条など

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82551?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82745?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82745?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82745?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/topics_detail2/id=58762?site=nli
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2― 「相隣関係」とは、隣接する土地所有者が相互に土地利用を調整し合うこと 

「相隣関係」とは、隣接する土地の所有者同士が、相互に土地の利用を調整し合う関係をいう2。民

法（第 209条～第 238条）では、自己の土地利用が隣地のために制限される場合を想定し、その調整

を図るための規定が設けられている。 

これらの規定は、内容に応じて、「隣地使用（209～213条）」、「水に関する規定（214～222条）」、「境

界に関する規定（223～232条）」、「境界を越えた竹木（233条）」、「境界付近の工作物（234～238条）」

の５つに分類される（図表２）。「相隣関係」に関する実務上のトラブルの多くは、これらの条文を適

用することで解決が図られている。 

 

 

それでは、不動産3を取得し、次のようなトラブルに直面した場合、どのように対応するのが適切だ

ろうか。 

 

＜事例１（民法 233条）＞ 

✓ 隣地から伸びた「木の枝」と「木の根」が、境界を越えて敷地内に侵入しているため、取り除

きたい 

 

まず「木の枝」については、先に隣地の所有者に対して、枝を切るように要請する必要がある4。そ

のうえで、一定期間経っても対応がなされない場合、自ら枝を切ることが認められている。一方、「木

の根」については、隣地の所有者に断ることなく、自ら根を切除しても構わない5（民法 233条）。 

なお、枝の切除に関しては、2023年 4月施行の民法改正によって変更された。改正前は「所有者に、

その枝を切除させることができる」とあるのみであった。つまり、枝が敷地内に入ってきても所有者

 
2「相隣関係」は、通行や流水、境界、竹木など、隣接する土地の利用を調整するルールである。騒音や迷惑行為といった

「ご近所トラブル」は含まない。 
3 本稿では、一戸建て住宅を想定する。 
4 ただし、台風などで「木の枝」が折れて危険な場合や緊急性が認められる場合は、断りなく切除してよいとされる。 
5 それでは、なぜ「木の枝」は勝手に切ってはいけないのに、「木の根」は無断で取り除くことができるのだろうか。   

これには諸説ある。「枝の場合は木の所有者に植え替える機会を与える必要があるが、根は重要ではないので植え替え 

の機会を与える必要はない」とする説、「根は自分の土地の養分を吸っているので純粋に他人のものとはいえない」と   

する説、「根がのびてくるのを放置するのは自分の家屋に危険を及ぼす」とする説などである。 

図表２ 「相隣関係」に関する民法の条文 

 
（資料）筆者作成 

内容 具体例 条文

隣地使用 建物建築に必要な範囲で境界付近の隣地の使用をお願いできる 209～213条

水 隣地から自然に水が流れてくるのを妨げてはならない 214～222条

境界 境界標、境界上の塀の設置費用は双方が等しく負担 223～232条

境界を越えた竹木 境界を越えた枝は勝手に切ってはならず、根は切ってよい 233条

境界付近の工作物 境界付近の掘削は、土砂の崩壊または水等の露出を防ぐ注意が必要 234～238条
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自身が切ることは認められておらず、お願いしても切ってもらえない場合や、木の所有者が不明な場

合などの解決が難しかった。改正後は、お願いをしたあとに一定期間を置いても切除されない場合に

は、自ら枝を切ることが認められ、その費用を請求することも可能となった。 

 

＜事例２（民法 209条）＞  

✓ 隣の人に、「建物を建て直すので、境界近くの土地を利用させてほしい」と言われた 

  

建物は、土地の境界に接して建築できることがある6。しかし、その際には工事作業者の通行や足場

の設置が必要となり、建物の敷地内だけでは建築が困難となってしまう。このような建物の建築を計

画している隣地の所有者から「必要最低限の範囲で土地を使わせてほしい」と依頼された土地の所有

者は、原則としてこの依頼を断ることができない7。また、隣人には使用料の支払い義務はない8。 

一方で、隣人は土地の使用後に使用前の状態に戻す義務がある。また、工事中に建物や水道管を損

傷するなどして所有者に損害を与えた場合は、その賠償責任も負う。 

 

＜事例３＞  

✓ 隣地の「建物の屋根」が境界を越えて敷地内に侵入しているため、取り除きたい 

  

上記の問題は、いわゆる「相隣関係」の問題にはならない。「所有権」の基本原則に立ち返って対応

することになる。すなわち、「所有権」の侵害として「妨害排除請求権」を行使し、まずは相手方に対

して屋根の撤去を依頼することになる。 

 

3― 隣地との関係では、融通し合うことが必要 

「所有権」は強力な権利だが、何をしても許されるわけではなく、一定の制限が課されている。た

とえば、越境した木の枝は、まず切除を求め、隣人が応じなければ自ら切れる。木の根は無断で切除

してもよい。また、建築に必要な範囲であれば、隣人の土地利用の申し出は断れない。「相隣関係」と

は、隣接する土地の所有者同士が、相互に土地の利用を調整し合う関係を指し、実務上の対立の多く

は、民法の条文を適用することで解決が図られている。 

もっとも、お互いに対する配慮の欠如や不信感が大きな対立を招くこともある。隣接する土地の所

有者同士はある意味で運命共同体であり、日頃からの思いやりのある声掛けや、お互いの事情を共有

し合うなど、良好なご近所付き合いの継続が、より快適な居住環境の形成につながると考えられる。 

次回は、「所有権」の制限のうち、「公法上の制限」について述べることとしたい。 

 
6 民法 234 条 1 項は「建物を築造するには、境界線から 50 ㎝以上の距離を保たなければならない」とし、境界直近に建物 

を建てることを禁じているが、建築基準法の条件を満たせば、境界直近に建物を建てることができる。この場合、判例は 

建築基準法が優先するとしている。 

7 他に方法がある場合や不必要な広さ・長期間の使用を依頼された場合は断ることができる。 
8 実務上、謝礼金を支払う場合はありうる。また、心付けの支払いは今後の良好な関係を保つきっかけになるだろう。 

本資料記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と完全性を保証するものではありません。 

また、本資料は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


